第６節　統合期におけるこころのケア活動
第３章　各期における関係機関の役割
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	ポイント

撤退と引継ぎ
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★　活動の必要性が残されていながら撤退せざるを得ない状況である場合は、他のチームに引き継ぐか、地元医療機関等に任せるなど、支援の継続性を図ったうえで撤退します。

★　活動の必要性が薄くなり、地元医療機関に任せるなどの判断は、地元自治体、地元住民（区長など）、地元医療機関等の同意を得て撤退を決定します。


	１　災害対策の終結に向けて（各機関共通事項）

(1) 災害時支援活動の継続
平常時におけるこころのケア活動の対象者を明確化し、継続した支援に努めます。

#1  ＰＴＳＤ症状の対象者

#2  精神障がい者の既往者

#3  新たな精神疾患を疑われる人

#4  子どもや高齢者で問題を持っている人

(2) 医療・相談体制の整備

　　

地元医療機関や専門相談機関に段階的に移行するよう体制を整えます。

#1  ＰＴＳＤ治療機関の確保

#2  災害によるこころのケア専門相談体制の確立

　(3) 精神保健福祉に関する社会復帰体制の整備

　　　

作業所や施設等の安定した運営に向けて必要な支援を行います。

　(4) こころのケアに関する健康教育の実施

　　　

地域や学校、職場などでこころのケアに関する健康教育を継続して開催します。

#1  閉じこもりや自殺予防に関する健康教育

#2  ＰＴＳＤに関する健康教育（知識の普及）

#3  母子、高齢者に関する健康教育

　　　　

　(5) 新たなコミュニティにおける精神保健福祉活動体制の構築
　　　

仮設住宅の入所者や災害による転入者など新たなコミュニティにおける地域づくりとともにこころのケア活動体制を整えます。

２　市町村・保健所の役割

　(1) 現地の状況

　　　◆　被災者の生活の復興が進み、避難所が閉鎖されます。

　　　◆　住民は自宅に戻ったり、仮設住宅や市町村営住宅などに入居します。

　　◆　従来のコミュニティ組織が崩壊し、新たな地域で暮らす場合も

	　　　あり、地域の連帯感が希薄になることもあります。特に、高齢者や障がい者などでは取り残された気持ちや孤独感を持つ人が出てきます。

　(2) 想定される課題への対応

　　 

< 被災者 >

　　①　新しい地域に馴染めず、或いは財産や家族、友人、知人を失ったことなどが加味され、自宅や仮設住宅等に閉じこもる事例が見られることがあります。この時期には、うつ病や自殺予防の対策が必要となります。

　　②　避難所等での相談や援助体制とは異なり、ある程度、自分の意思で治療や相談等を継続しなければならなくなります。このことから市町村と保健所が協力して、ＰＴＳＤ発症者等の治療機関の確保や生活支援を含めた総合的な支援体制を整える必要があります。

　　③　精神障がい者が居住地を移転したり、仮設住宅に入居したことにより従来の治療機関や社会復帰施設等を活用できなくなることがあります。継続した支援が受けられるよう環境調整が必要となります。

　　　＜ 市町村・保健所 ＞

    ①　災害時のこころのケア活動が徐々に平常時の体制に移行されるので、通常の精神保健福祉活動につなげる対象者の整理や今後の支援活動の質や量の確保に努める必要があります。

　　②　この時点で、重要なことは、どの時点で災害対策を終了し、平常時の活動に移行するか、各関係機関で合意を形成する必要があります。

　　③　高齢者や障がい者だけでなく、ＰＴＳＤや災害を契機に発症した精神疾患、生活基盤を失うなどの多問題を抱えた成人層にうつ病やアルコール関連問題が出現する等、生活再建を含めた中長期的な支援が必要となります。

　　④　支援活動に携わった多くの支援者においては、疲労が蓄積されたストレスの高い状態が続くため、急激な環境の変化に適応できない職員も出て来ることが想定されます。救援対策から従来の仕事、業務に意識を切り替えるための時間や準備が必要となります。これら職員のこころの問題の早期発見とともに、各組織ぐるみでのフォロー体制が必要です。
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ポイント

撤退の判断

□　ケア活動の必要性が残っている撤退か、必要性がなくなった撤退であるか見極める

　　（他のチームに引き継ぐか、地元医療機関等に引き継ぐか支援の継続性を図り撤退する）

□　撤退について地元自治体、地元住民（区長など）、地元医療機関の了承を得る

□　診療記録などを何処に引き継ぐか調整する

□　診療記録などは、居住地別、５０音順等に整理する

□　器材、医薬品、物品は持ち帰ることが原則

□　医療廃棄物は持ち帰ることが原則

□　使用した場所は現状に復帰して引き渡すこと

□　撤退のための移動手段を確保



	３　　精神保健福祉センターの役割

　#1　市町村や保健所の業務が通常活動に移行できるよう必要な援助を行います。

　　#2　経過観察者リストなどを整理するとともに、市町村や保健所に出向いてケース検討会に参加し助言を行います。
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派遣後のこころのケアも大事

	#3　市町村や保健所が行うストレス予防対策に対し必要な助言指導を行います。

　#4　新たなコミュニティの地域づくりに関する地域分析や支援技術の提示などを行います。

　#5　市町村・保健所などにこころのケア活動の終結に向けた助言を行います。
４　　こころのケアチームの派遣後

　#1  各派遣元でチーム派遣の報告会等を開催し、派遣業務の総括とともに、派遣団体でその成果等を共有するようにします。

　#2  慰労会などを開催して、派遣スタッフへのねぎらいをします。

#3  派遣されたスタッフが慣れない被災地での活動による疲労のほか、悲惨な場面を目撃することの心的トラウマ、十分な救援ができなかったことによる無力感や罪責感を感じていることがあります。


緊急事態が一段落したときに起こる様々な反応

1 災害救助活動に終止符を打つことに抵抗する

2 抑うつ状態

3 災害救助活動に一緒に携わった人や被災者との接触を保ちたいという欲求

4 日常業務の責任遂行に気が乗らない、専心できない

5 災害救助活動に従事していた間に山積した日常業務に関してｲﾗｲﾗしたり憂鬱な感情となる

6 災害時の経験に終止符を打ったという終結感に欠ける

7 災害時の活動が周囲に認められない場合には怒りがこみ上げてくる

8 救助活動に従事しなかった同僚たちとの間での疎外感を感じる

9 逆に救助活動に従事しなかった人達は、人手不足のため変わり映えしない日常業務に忙殺され、賛美されたり脚光を浴びないことを憤慨する

10 家族から疎遠になったという感情（家族には自分の体験が分かってもらえないと感じてしまう）

11 災害の最中に不在だったことに対して怒りを感じている家族との葛藤

こころのケア活動従事者に災害後心がけていただくこと

　　　従事者自身が自らのストレスを最小限に食い止めるために次のことを心がけて欲しいです。

　①　緊張をやわらげ、心のしこりをほぐすためにスタッフミーティングやデブリーフィングに参加する

　②　その際には、互いの感情に耳を傾け合い、好意的、支持的な雰囲気作りが必要です。他人の感情や行動を批判してはいけません。また、「かつて誰かがもっとひどい体験をした」というような話は意味がなく、事実のみを語るように心がけます。

　③　八つ当たり的に怒りが表出されても、個人的には受止められず、心の傷を受けた後の正常な反応のうちの一つであると余裕を持って対処します。

　④　支援活動がうまくいったことを互いに認め合い感謝しあうこと。このことが今後の活動への一層の励みとなります。

　⑤　活動後、数日は適切な食事をし、十分な睡眠をとりましょう。

　⑥　日常の手順を変えずに仕事をして「自分の通常の仕事をこなしている」と実感すること、このことによってこころの中の秩序を取り戻し達成感を維持するのに役立ちます。

　⑦　家庭生活に戻るのに困難を感じることがよくありますが、その対策として、現場で起こったことを家族に話すこと、また家族からも留守中の様子について話を聞くようにします。

※「災害時精神保健医療ﾏﾆｭｱﾙ」（発行：社団法人日本栄進病院協会）より引用
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